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令和２年度事業報告書 

 

公益財団法人栃木県ひとり親家庭福祉連合会 

Ⅰ 事業概要 

  近年、離婚等により母子家庭等が増加する傾向の中、また、社会情勢もめまぐるしく  

変化する状況の中で、母子家庭の母、父子家庭の父及び寡婦（以下「ひとり親」という。）

の自立促進を図りながら、その児童の健全な成長を確保することが重要な課題となってい

る。 

このような中、国及び県においては「自立支援」に主眼を置いた総合的な支援施策を展

開しており、当連合会においても、自立・就業支援の中心施策である「母子家庭等就業・

自立支援センター（以下「センター」という。）」事業を栃木県及び宇都宮市から受託し、

就業相談、就業支援講習会等の開催、就業情報の提供等々安定的な就業と自立を目指す  

就業支援サービス事業を実施した。 

また、ひとり親家庭が抱える様々な課題等に対応するため、関係機関等との連携・協力

を図りながら、ひとり親家庭の自立支援となる自主事業を実施し、ひとり親家庭の福祉の

向上を目指す公益財団法人としての責務の遂行に努めた。 

さらに、法人事業として、市や町の母子寡婦福祉団体（以下「市町団体」という。）の   

活動支援事業を行うなど組織の育成・充実強化に取り組み、また、自主財源の確保事業や

広報活動の充実にも努め、計画した事業を積極的に遂行した。 

 

Ⅱ 事業推進に当たっての基本的事項 

１ 管理運営の適正化 

防災・防犯等施設の安全管理と環境への配慮に努めるとともに、経費の節減に努める

など効率的な予算執行を図った。 

２ 利用者サービス向上 

 利用者からのモニタリング調査を随時行い、その結果を基に自己評価をする等利用者

へのサービス向上に努めた。 

３ 文書の管理及び個人情報等の適正化 

受託業務等の遂行に当たり、作成し又は取得した文書・情報等の管理・保存及び個人

情報の保護並びに情報公開の取扱いについては、法令等の定めるところによりこれを遵

守し適正に行った。 

４ 新型コロナウイルスの感染防止 

   事業の実施に当たっては、新型コロナウイルス感染防止のため、マスクの着用、換気

をはじめ、３密（密閉・密集・密接）の回避や手洗い、身体的距離の確保など、基本的

な感染防止対策を徹底した。 
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Ⅲ ひとり親家庭の自立支援のための事業 

１ 母子家庭等就業・自立支援センター事業（栃木県・宇都宮市受託事業） 

ひとり親の家庭の状況、職業適性、就業経験等に応じ、就業相談、就業支援講習、就業   

情報提供など一貫した就業支援を実施するとともに、養育費の取り決めや事業の経営診断等

専門家による相談を行うなど、母子家庭の母等への自立の支援を総合的に実施した。 

(1) 就業支援事業 

ア 就業及び生活相談 

就業や子育てをはじめとする日常生活における様々な不安・悩みについて、就業から

生活まで一貫した相談を実施した。 

【就業相談実績】 

区  分 
相談者数 延相談 

件数 Ｂ 

紹 介 状 

発行件数 

採用者数 

   Ｃ 

就職率 
Ｃ／Ａ(%) 

求人開拓 

事 業 所  Ａ 

 

栃 木 県 
 

132 

 

169 

 

   11 

 

  20 

 

15.2 

 

 

    84 

 

求人数 

137 人 

 

宇都宮市 
 

69 

 

87 

 

    7 

 

16 

 

23.2 

 

 計 

 

  201 

 

256 

 

    18 

 

36 

 

17.9  

 

【養育費専門相談実績】 

 

 

区  分 

 

 

相談者数 

相 談 内 容 別 延  べ  件 数   
 

離婚・親権 

養育費の 

取り決め 

方  法 

 

面接交渉 
支払いの履行 

強 制 執 行 

 

合 計 

 

栃 木 県 

 

   43 

 

28 

  

33 

 

 8 

 

 9 

 

78 

 

宇都宮市 

 

  50 

 

  27 

 

     32 

 

 4 

  

11 

 

74 

 

  計 

 

   93 

 

55 

 

    65 

 

  12 

  

20 

 

152 

 

【生活相談実績】 

 

 

区  分 

 

 

相談者数 

相 談 内 容 別 延  べ  件 数 
 

前夫関係 

 

経済問題 
仕事上の

トラブル 

 

子どもの問題 

 

 

その他 
 

合 計 

 

栃 木 県 

 

76 

 

 0 

 

40 

 

 1 

 

 1 

 

 34 

 

 76 

 

宇都宮市 

 

44 

 

   0 

 

18 

 

 0 

 

  1 

 

25 

 

 44 

 

  計 

 

120 

 

 0 

 

58 

 

  1 

 

  2 

 

59 

 

 120 
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イ 巡回相談の実施 

①  巡回相談の実施 

   県内全域の就業ニーズに対応するため、県健康福祉センター（４地区）及び市  

福祉事務所（１4市）単位に赴き、県健康福祉センター及び市福祉事務所の母子・

父子自立支援員と連携を図りながら就業相談・生活相談を行った。 

     ・市福祉事務所  

5 市（宇都宮市、足利市、栃木市、小山市、下野市）相談者：7 名 

②  自立支援プログラムの策定（センター扱い） 

・策定希望者  ０名 

(2) 就業促進活動 

無料職業紹介事業所として、求人票の登録、職業紹介及びあっせんを実施した。 

また、母子家庭の母や寡婦の就業に理解のある企業の求人開拓に取り組み、母子家庭

の母や寡婦の就業促進を図った。 

【無料職業紹介事業】 

 求 人 関 係 求 職 関 係 就 職 関 係 

 

区 分 
有  効 

求人数 

常 用 

求人数 

臨時求

人延数 

日雇求

人延数 

有効求

職者数 

新規求職 

申込件数 

常用就

職件数 

臨 時 就 

職件延数 

 

実 績 

 

129 

 ８

137 

  人日 

 59 
 人日 

 ０ 
 

 67 

  

  78 

 

   9 

  人日 

0 

(3) 相談関係者の活動支援 

ア 就業及び生活相談情報交換会の開催 

ひとり親家庭の相談に対応する母子・父子自立支援員等を対象に、相談業務に関する

対応力向上のための効果的な研修を行い、地域における相談機能の充実強化を図った。 

①  開 催 日 令和２年９月 17 日(木) 

②  開催場所 とちぎ男女共同参画センター 

③  開催内容  

(ｱ) 事業説明 

     「栃木県ひとり親家庭福祉連合会事業概要について」 

(ｲ) 講義 

 「就業相談の進め方、支援の方法について」 

  ～子育てママの就業状況～ 

    とちぎジョブモール 舩生 邦子 氏 

 

     (ｳ) 情報交換 

④ 参加者  県健康福祉センター及び市福祉事務所の母子・父子自立支援員等 

２５名  
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イ 養育費相談支援研修会の実施 

養育費や離婚に関する相談業務に携わる者（母子・父子自立支援員等）の育成、養育

費制度等の啓発のための研修を実施した。 

① 実施時期 令和２年 9 月１７日（木）    

② 実施場所 とちぎ男女共同参画センター 

③ 開催内容  

・講 義   横山法律事務所 弁護士 横山 幸子 氏 

       「養育費について」～民事執行法の改正も含め～ 

・質疑応答 

④ 参加者  県健康福祉センター及び市福祉事務所の母子・父子自立支援員等 

２９名  

 

   ウ ひとり親家庭サポーターのつどいの開催 

ひとり親家庭の自立支援を広く県民に呼びかけるとともに、母子寡婦福祉団体の将来

を担うリーダーの育成を図った。 

①  開催日  令和２年 11 月１５日(日) 

② 開催場所 とちぎ男女共同参画センター・パルティ 

③ 実施内容  

 (ｱ) 研 修  

   「ひとり親に役立つスマートフォン SNS（LINE アプリ）活用術」 

～新しい生活スタイルの中、支援を上手に活用するために～ 

   ・講 師  システムソリューションセンターとちぎ  

         田中 直美 氏 

 (ｲ) 事業概要説明 

   ・ひとり親家庭等日常生活支援事業について 

   ・家庭生活支援員養成研修について 

④ 参加者 29 名 
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(4) 就業支援講習会等事業 

就業経験がない者、専業主婦であった期間が長く再就職に不安がある者、転職希望は

あるが仕事と家庭の両立に不安を抱えている者、就業に際して必要な技能の習得を望む

者等に対し、就業に結びつく可能性の高い技能や資格を取得するための就業支援講習会

等を実施した。講習会の実施の仕方を検討し、自主講座（介護、医療事務）からニチイ

学館等に再委託した。 

 

ア 介護員養成研修(介護職員初任者研修課程)の実施 

ひとり親家庭を対象に、円滑な就業準備や転職を支援するため、就業に結びつく可能

性の高い資格取得のための就業支援講習会として介護員養成研修を実施した。 

① 再委託先 (株)ニチイ学館 

② 会場   県内のニチイ学館４教室で実施 （宇都宮第２、栃木、真岡、小山第２） 

③ 日程   令和２年４月２５日（土）から令和３年３月３１日（水） 

④ 内容   講習時間：１３０時間 

自宅学習、スクーリング、実習、修了試験 

⑤ 受講料   無料。ただし、テキスト代等の自己負担あり。 

    ⑥ 受講状況 

 定 員 応募者数Ａ 受講者数Ｂ 修了者数Ｃ 修了率Ｃ／Ｂ 

 

栃 木 県 

 

12 

 

21 

 

12 

 

12 

 

100.0 

 

宇都宮市 

 

    10 

 

 10 

  

10 

   

10 

 

100.0 

       

   計 

 

22 
 

31 

 

22 

 

22 

 

    100.0 

 

イ 医療事務研修の開催 

ひとり親家庭を対象に、円滑な就業準備や転職を支援するため、就業に結びつく可能性

の高い資格取得のための就業支援講習会として医療事務研修を実施した。 

① 再委託先 (株)ニチイ学館 

     ② 会場   県内のニチイ学館２教室で実施（宇都宮第１、小山第１） 

③ 日程   令和２年４月２２日（水）から令和３年３月３１日（水） 

④ 内容   医療事務、認定試験 

⑤ 受講料  無料。ただし、テキスト代等の自己負担あり。 

⑥ 受講状況 

応募者数Ａ 受講者数Ｂ 修了者数Ｃ 

 

受験者 

 

認定試験 

合格者数 

認定試験 

合格率 

学科又は実技 

合格者数 

 

7 

 

6 

 

6 

 

6 

 

6 

 

100.0 

 

0 

※医療事務の集合研修（医療事務+調剤事務 会場：栃木市 定員 10 名は、コロナ禍に

より募集人数が集まらなかったため、個別研修（介護 4 名 医療事務 1 名）に切り替えた。  
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ウ パソコン技術指導の実施 

ひとり親家庭を対象にワードやエクセルなどの基本操作等を指導し、スキルアップ等を

図り、より良い就業等に結びつけることを目的に実施した。 

研修の実施方法は、個別方式及び集合方式で実施した。 

① 個別方式（センター相談員によるマンツーマンで指導） 

  ・受講者 ９名 

・受講内容   Ｗｏｒｄ（５日間）、Ｅｘｃｅｌ（５日間）の基礎講座 

        講習時間１時間３０分を単位として、基本操作や文章等作成をセン

ター相談室において実施した。 

   

   ② 集合方式 

      母子家庭の母等が就労に結びつくように、パソコン技術等必要な知識・技術の習得を

促進するため、栃木会場及び高根沢会場でパソコン教室を実施した。 

(ｱ) 内容  Ｗｏｒｄ、Ｅｘｃｅｌの基礎講座+就職支援 

(ｲ) 受講時間等 ９日 22.5 時間 

(ｳ) 受講状況 

会場 
応募者 

   Ａ 

受講者 

  Ｂ 

倍率 

A／定員(１5) 

修了者 

  Ｃ 

 

栃木市 

 

  7 

 

6 

 

 46.7 

 

6 

 

高根沢町 

 

  7 

  7 

   7 

 

46.7 

 

  5 

 

  計 

 

14 

 

13 

 

46.7 

 

11 

(ｴ) 託児サービス（児童・乳幼児数） ３人 

(ｵ) 受講料   無料。ただし、テキスト代等の自己負担あり。 

 

  (5) 就業情報提供事業 

公共職業安定所や（福）栃木県社会福祉協議会福祉人材・研修センター等から提供を

受けた求人情報や企業訪問等の求人開拓によって得た求人情報などを母子家庭の母等

に提供することにより求職活動を支援した。 

ア 就業情報の提供 

     【事業実績】 

 

区  分 
 

登録者数 
就業情報 

提供件数  

栃 木 県    92  244 

宇都宮市   55 87 

  計   147    331 

イ インターネットの活用 

インターネットによるハローワーク求人情報や求人紙等により求人情報を収集し、 
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情報の提供を行った。 

ウ ホームページの充実 

ホームページを充実することにより、センター事業情報等を積極的に提供した。 

母子家庭等就業・自立支援センターホームページアクセス件数 

令和２度：3,686 件 

 

(6) 普及啓発等事業 

ア 普及啓発用パンフレット等の発行 

センターが実施する様々な事業の情報を提供し、センター事業の利用促進を図るため、

センター事業の紹介パンフレットや募集パンフレットを作成した。これらを来場者に配

布するとともに関係機関や団体に配布を依頼し、広く県民に広報した。  

・母子家庭等就業・自立支援センター   2,000 枚 

・就業支援講習会案内（栃木県）    ３,５00 枚  

・就業支援講習会案内（宇都宮市）      500 枚 

  (7) 養育費等支援事業 

ア 専門家による就業等専門相談事業の実施 

法律や企業経営等の専門的かつ複雑な問題について、弁護士や経営コンサルタントの

適切な指導・助言を得て、ひとり親家庭の自立支援を図った。 

    ➀ 法律相談  ・弁護士による定期的な相談（毎月２回 原則第２・第 4水曜日） 

            ・宇都宮市役所での弁護士による相談（８月２回、１月１回） 

             横山法律事務所 

    ② 起業相談  随時受付（予約制） 

中小企業診断協会栃木県支部会員による経営診断等 

             経営コンサルタント 

【事業実績】                        

区 分 

法   律   相   談   件   数   
起業 

相談 

件数 相談者数 

    相 談 内 容 別 延 べ 件 数 

離婚前 

の問題 

養育費 

関  係 

経済的 

相 談 
DV 関係 その他 合 計 

栃 木 県 28 22 27  7   14 21 91  ０ 

宇都宮市 30 14 27 7 3 16 68  ０ 

  計 58 36 54 14 17 37 159  ０ 

    

 

 

 

 

 



8 

 

２ ひとり親家庭等日常生活支援事業 

(1) ひとり親家庭等日常生活支援事業（栃木県受託事業） 

ひとり親家庭が一時的に生活援助や保育サービスが必要な場合又は生活環境の激変

等により日常生活への支援が必要な場合に、家庭生活支援員を派遣する事業を実施した。 

【事業実績】 

利用者 対象者数 派遣延べ 
件    数 

サービス区分 

生活援助 子育て支援 

母子家庭 6   21    11     10 

寡    婦    1     2   2     ０ 

父子家庭    0     0     0     0 

合   計     7 23    13     10 

    ＊派遣延べ件数は、月ごとの支援員派遣件数の合計である。 

  (2) 家庭生活支援員養成研修の実施（栃木県・宇都宮市受託事業） 

緊急事態宣言発令のため中止となった。 

 

 ３ 無料職業紹介事業（再掲） 

無料職業紹介事業所として、求人票の登録、職業紹介及びあっせんを実施した。また、母

子家庭の母や寡婦の就業に理解のある企業の求人開拓に取り組み、母子家庭の母や 

寡婦の就業促進を図った。 

【無料職業紹介事業】 

 
求 人 関 係 求 職 関 係 就 職 関 係 

区 分 
有 効 

求人数 

常 用 

求人数 

臨 時 求

人 延 数 

日雇求

人延数 

有効求

職者数 

新規求職 

申込件数 

常用就

職件数 

臨 時 就 

職件延数 

 

 計 

 

 129 

     

137 

人日 

  59 

人日 

 ０ 

 

 67 

  

   78 
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  人日 

0  

 

 ４ 貸付事業 

  (1) 小口資金貸付事業 

     ひとり親を対象に、５万円を貸付限度に緊急を要する資金等の貸付を行った。 

➀ 令和 2年度新規貸付       4 件  180,000 円 

②  令和 2 年度償還        16 件   380,000円 （完結件数 8件）  

③  償還指導        12 月に償還督促の手紙を発送した。 
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  (2) 高等職業訓練促進資金貸付事業 

         国の平成 27年度補正予算において、「ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業」

が創設され、当連合会を貸付事業の実施主体として適当と栃木県が認め、当該貸付事業

に要する経費の補助を受け、平成 28年 6 月 1日から貸付を開始した。 

➀ 令和２年度の貸付状況 

貸付総額 40 件 12,500,000 円 

○内訳 

・入学準備金   

・就職準備金             

 

15 件 

25 件 

 

7,500,000 円 

5,000,000 円 

○資格別貸付 

・看護師   

・准看護師  

・保育士  

・美容師   

・歯科衛生士 

・鍼灸師  

・助産師  

 

11 件 

20 件 

3 件 

3 件 

1 件 

1 件 

1 件 

 

3,400,000 円 

5,800,000 円 

900,000 円 

1,200,000 円 

500,000 円 

500,000 円 

200,000 円 

② 貸付金返還猶予       25 件     5,000,000 円 

③ 返還金           10 件    1,020,000 円 

④ 返還免除           4 件      800,000 円 

 

 ５ ひとり親家庭学習支援等事業 

親自身が生活の中で直面する諸問題の解決や子どもの生活・学習支援を図り、ひとり親

の地域での生活を総合的に支援した。 

 (1) 学習支援事業 

    ひとり親家庭の児童等の学習支援や、児童等の進学相談にも相談に応じる 

などひとり親家庭の児童等の学習の充実を図った。 

ア 実施市町団体  ２団体 

【事業実績】 

市町団体名 対象児童等数 学習日数 学習延べ人数 

鹿沼市ひとり親家庭福祉会 8 人 14 日 101 人 

高根沢町ひとり親家庭福祉会 9 人 19 日 163 人 

合    計    17 人  33 日 264 人 
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Ⅳ 市町団体の活動支援等事業 

   市町団体は、母子家庭の母等の総合的な福祉増進を図ることを目的に設立され、共に助け

合い励まし合って自立支援や地域社会での福祉の向上に寄与している。    

市町団体のその責務を遂行するため会組織の一層の充実強化を図るとともに、市町団体が

それぞれの地域で福祉の向上を図るための活動を支援した。 

 

１ 指導者育成事業 

(1) ひとり親家庭福祉研修大会の開催 

コロナ禍により中止とした。 

(2) 関東地区母子寡婦福祉研修大会の共催 静岡県静岡市 

コロナ禍により中止となった。 

 

 ２ 団体育成事業 

市町団体の活動支援と組織の充実及び活性化を図るため、地域におけるひとり親家庭の 

福祉の向上を目指した事業への助成を行った。 

 

(1) 研修会事業に対する助成(1 地域 1 万円以内)      0 団体 

コロナ禍の影響により、実施団体なし 

(2) 親子のつどい事業に対する助成(1 地区 1万円以内)   ４ 団体 

市町等名 開 催 日 参加数 実   施   内   容 

栃 木 市 12.20   21 ケーキの箱詰め、プレゼント準備 

佐 野 市 12.13  16 ケーキ作り 

那須烏山市 12.20 15 ケーキ作り 

茂木町 12.5 14 ケーキ作り、リース作り 

(3) 加入促進事業に対する助成(1地域２万円以内)      ３ 団体 

市町等名 開 催 日 参加数 実   施   内   容 

日 光 市 10.19   11 体操、ゲーム 

那須烏山市 2.21,23  ８ 物品の無償提供の準備 

那珂川町 12.20  ６ 輪投げ大会 

 

(4) 新規加入者助成事業に対する助成            ５ 団体 

市町等名 母子家庭の母 寡  婦 会員数の増減と会員数 

足 利 市  9   1 新規 10 名、退会 ７名  264 名 

栃 木 市   １ 0 新規  １名、退会 １名   56 名 
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佐 野 市  ５ 0 新規  5 名、退会  ２名   67 名 

茂 木 町  ２ 0 新規  2 名、退会  0 名   17 名 

那珂川町  1 0 新規  1 名、退会  0 名  26 名 

 

(5) 地区連合体活性化事業に対する助成(１地区５万円以内)   ２ 地区 

実 施 地 区 名 活        動        内        容 

那須烏山市・那珂川町地区 実施年月日  令和 2 年 12 月 6 日 

場   所  那珂川町 小川公民館 

内   容  ミニ運動会 

参加人数   47 名 

高根沢町・さくら市地区 実施年月日  令和 2 年 12 月 19 日 

場   所  高根沢町中央図書館 

内   容  ケーキ配布、事業説明 

参加人数   21 名 

  

３ 団体交流等事業 

  (1) 親子ふれあい会の開催 

      コロナ禍により中止 

 

 ４ 普及啓発事業 

当法人の事業活動や地域における母子寡婦の支援団体である市町団体の事業を広く 

  県民に周知するため、下記の媒体を通して広報活動を行うとともに、関係機関及び団体と協

力して普及啓発に努めた。  

(1) 機関紙の発行 

ア 白梅    令和２年 4 月に発行した。（第 143 号） 

   イ ぷちとまと 令和 3 年 2月に発行した。（第 8号） 

  (2) パンフレットの発行 

         公益財団法人栃木県ひとり親家庭福祉連合会及び栃木県母子家庭等就業・自立支援セ

ンターの各種事業を広報・周知するためパンフレットを作成した。 

  (3) ホームページの活用 

     公益財団法人栃木県ひとり親家庭福祉連合会及び栃木県母子家庭等就業・自立支援セ

ンターの各種事業を広報・周知するため、随時更新を行いホームページの充実に努めた。

また、スマートフォンの普及に伴い、スマートフォンにも対応できるホームページとし

た。 

    ひとり親家庭福祉連合会ホームページアクセス件数 令和 2 年度：14,097 件 

 

  （4）当法人のイメージロゴの活用 

     当法人のイメージアップ並びに当法人の理解と関心を高め、当法人が実施する各種 
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事業へのひとり親家庭の父母等の参加増大等を図るため、平成 29 年度に作成した当法

人イメージロゴを活用した。 

(5) 会長表彰 

    ひとり親家庭の自立支援活動の功績が顕著な者に対し、その功績をたたえ表彰した。 

  ア 受彰者 

（母子・寡婦福祉関係功労者） ５名   

     常見正江 氏(足利市) 古橋ミチイ 氏(真岡市) 高野マサ子 氏(那須烏山市) 

  大越都子 氏(茂木町) 白久タカ 氏(壬生町) 

    （母子家庭等支援功労団体） 該当なし 

   イ 表彰式 

第 26 回栃木県民福祉のつどい（共催）において実施した。 

① 開 催 日  令和２年８月２４日（月） 

② 開催場所  栃木県庁講堂 

③ 参加者数  71 名 

④ 表彰 

 ・会長表彰  ５名（上記受彰者） 

・知事表彰（母子家庭等支援功労者）受彰者 3名 

      三田 眞理子 氏（足利市）   渡邉 和子 氏（真岡市） 

      臼井 朋子 氏（高根沢町）  

 

Ⅴ 自主財源の安定的確保事業  

 １ 収益事業の充実 

(1) 栃木県子ども総合科学館内売店(ミュージアムショップ) 

  栃木県子ども総合科学館内売店(ミュージアムショップ)の顧客ニーズに応じた商品

仕入れを行うなどして売店の充実を図った。 

  しかし、令和２年度の売上は 6,031,743 円で、対前年に比べ 11,156,137 円減

（35.1％）と大幅に減少した。新型コロナウイルスの感染拡大防止のため２度の休館

等が影響したものと思われる。 

  売上減少のため、コロナ関係の各種補助金を申請した。 

売上状況                         (単位：円) 

月 別 令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 前 年 度 比  (%) 

４ ２９，４９６ １，５７３，９３０ １．９ 

５ １３３，１３０ ２，５５１，０１１ ５．２ 

６ ４５０，３０１ ２，１１５，０００ ２１．３ 

７ ５６８，０３１ １，３１３，３６７ ４３．２ 

８ ７１４，０６０ ３，６６７，５２８ １９．５ 
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９ ７８４，４１９ １，２５８，６８２ ６２．３ 

１０ ９９９，０８３ １，７６７，７０３ ５６．５ 

１１ ７５０，９４４ ９０４，００４ ８３．１ 

１２ ３２７，７８４ ４７０，９５６ ６９．６ 

１ ７３，０７４ ６２１，２６５ １１．８ 

２ １９８，７５２ ８２５，５７０ ２４．１ 

３ １，００２，６６９ １１８，８６４ ８４３．５ 

合 計 ６，０３１，７４３ １７，１８７，８８０ ３５．１ 

(2) 物品等頒布事業の実施 

売店の売上げのほか、頒布事業として母子寡婦福祉手帳の頒布等を実施し、当法人

の運営資金及び公益事業資金の確保に努めた。 

   ア 母子寡婦福祉手帳の頒布             270 冊 

 

Ⅵ 組織の充実事業 

 １ 連合会組織の充実強化 

(1)  理事会及び評議員会等の開催 

開 催 日 等 出 席 者 主  な  議  事  内  容 

理

事

会 

 

5 月１９日（火) 
書面  

・令和元年度事業報告書（案）並びに同収入支出決算

書（案）について 

・評議員会の開催について 

・理事監事及び評議員の任期満了による選定について 

6 月 10 日(水) 書面 
・代表理事の選定について 

・副会長、専務理事の選定について 

10 月８日（木) 
理事６名 

監事 2 名 

・令和２年度市町母子寡婦福祉会(連合会)会員数と会

費について 

・臨時評議員会の開催について 

・会長の職務執行状況について 

3 月 11 日(木) 
理事６名 

監事 2 名 

・特定資産の一部取り崩しについて 

・令和２年度収入支出補正予算(案)について 

・令和３年度事業計画（案）並びに同収入支出予算  

（案）について 

・会長の職務執行状況について 

評

議

員

会 

6 月 3 日(水) 書面  
・令和元年度事業報告並びに同収入支出決算について 

・理事監事及び評議員の任期満了による選任について 

3 月 1１日(木) 
評議員 12 名 

理事 5 名 

監事 2 名 

・令和２年度収入支出補正予算について 
・令和 3 年度事業計画並びに同収入支出予算について 

・会長の職務執行状況について 

監

査 
5 月 14 日(木) 監事２名 ・令和元年度事業及び同収支決算の監査 
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(2) 会長会議及び母子部長会議等の開催 

ア 会長会議 １回（６月、２月はコロナ禍により中止） 

開催日 出席者 主  な  議  事  内  容 

10 月 8 日（木）  14 名  

・ひとり親家庭サポーターのつどいについて 

・令和２年度市町母子寡婦福祉団体基本調査結果について 

・令和２年度ミュージアムショップ売上げ状況について 

 

イ 会長及び母子部長合同会議 ３回（４月、８月、１月） 

  コロナ禍により中止 

 

   ウ 各部会 

○母子部会  

開催日 出席者 主  な  議  事  内  容 

6 月 14 日(日) 8 名 

・親子ふれあい会について 

・ひとり親家庭サポーターのつどいについて 

・母子部広報誌「ぷちとまと」について  

・関東ブロック母子部長会議について 

9 月 6 日（日） 8 名 
・ひとり親家庭サポーターのつどいについて 

・母子部広報誌「ぷちとまと」について 

12 月６日(日) ８名 
・母子部広報誌「ぷちとまと」について 

・各事業アンケート調査結果について 

 

エ 執行役員会  

開催日 出席者 主  な  議  事  内  容 

12 月４日(金)  
４名  

・今後の事業日程及び予算執行について 
・令和３年度事業について  

 

(3) 指導者の育成 

   コロナ禍により中止 

ア 会長及び母子部長研修会の開催 

イ 研修大会等への派遣 

① 関東地区母子連会長等会議 

② 養育費専門相談員等研修会 

④ 全国母子寡婦福祉研修大会  東京都  

⑤ 養育費相談支援センター地域研修会 
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２ 市町団体の組織の充実 

 (1)  市町団体会員数                             令和２年９月１日現在 

市町等名 会 員 数 市町等名 会 員 数 市町等名 会 員 数 

足 利 市   261 矢 板 市 －  壬 生 町 ３７ 

栃 木 市 5４ 那須塩原市 7４ 高根沢町 ４５ 

佐 野 市 ５７ 那須烏山市 ５４ 那 須 町 ３０ 

鹿 沼 市 ９６ 下 野 市 １７ 那珂川町 ２５ 

日 光 市 ７１ 益 子 町 ４５   

小 山 市 ８４ 茂 木 町 １４   

真 岡 市 ５２ 市 貝 町 １２   

大田原市 ３７ 芳 賀 町 １６ 合 計 1,081 

   ＊対前年比 ▲32 名（R 元.9.1 現在：1,113） 

    ＊休会５市町（矢板市、さくら市、上三川町、野木町、塩谷町） 

 

(2) 総会(大会)に対する助成(1 地域 1 万円以内) ５ 団体 

   市町団体の総会開催への助成を行った。 

市町等名 開 催 日 市町等名 開催日 

栃 木 市 5.17 那須烏山市 4.5 

佐 野 市 5.24 那珂川町 4.19 

鹿 沼 市 書面   

 

Ⅶ 関係機関との連携 

 １ 栃木県及び宇都宮市 

   受託事業を適正に処理するとともに、（福）栃木県社会福祉協議会等と連携して社会福祉

に関する要望書を提出した。 

  (1) 要望活動 

   ア 栃木県   令和２年９月８日（水）   県庁会議室 

   イ 宇都宮市  令和２年 8月 2８日（月）  宇都宮市役所 

  (2) 要望内容 

   【栃木県への要望】 

   ➀ ひとり親家庭等に対する自立促進事業の推進について 

    (ｱ) 母子家庭等就業・自立支援センター事業の充実 

     ・就業相談や就業情報提供のための相談員の安定確保 

・就業支援講習会等事業における介護職員初任者研修課程、医療事務研修、パソ

コン研修等の実施 

・相談員等の知識・技能習得等研修の充実 

・養育費等支援事業における専門相談の充実 
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    (ｲ) ひとり親家庭等日常生活支援事業の円滑な推進について 

      ・家庭生活支援員養成研修の充実 

     ・家庭生活支援員の子育て支援員手当の増額 

     ・家庭生活支援員の交通費の確保 

    (ｳ) ひとり親家庭学習支援等事業の推進 

     ・ひとり親家庭の児童等に対する学習支援について、学習支援ボランティアを派

遣する事業の予算化を要望 

    (ｴ) 子ども総合科学館改修工事後の売店設置の継続使用許可の担保 

      ・改修工事後の売店及び自販機の設置について、引き続き使用許可が受けられる

よう要望 

    【宇都宮市への要望】 

   ➀ ひとり親家庭等に対する自立促進事業の推進について 

    (ｱ) 母子家庭等就業・自立支援センター事業の充実 

      ・就業相談や就業情報提供のための相談員の安定確保 

・就業支援講習会等事業における介護職員初任者研修課程の実施、医療事務研修

の新規実施、パソコン研修の新規実施 

・養育費等支援事業における専門相談の充実 

 

 ２ 栃木県・県健康福祉センター及び各市町母子寡婦福祉主管課 

栃木県保健福祉部こども政策課や栃木県健康福祉センター、各市町母子福祉主管課に

ひとり親家庭への支援事業の広報等を依頼するとともに、円滑な事業推進のため母子・

父子自立支援員や民生・児童委員等との連携を図った。 

 

３ 一般社団法人全国母子寡婦福祉団体協議会 

一般財団法人全国母子寡婦福祉団体協議会と連携し、都道府県、指定都市及び中核都

市の母子寡婦福祉団体相互の連絡調整を図り、当連合会の自立支援活動の一層の活動強

化を推進した。 

また、全国母子寡婦福祉団体協議会が実施する「夢を応援基金『ひとり親家庭支援奨

学金制度』」事業について、各市町ひとり親福祉団体と連携して推進した。 

  ① 「夢を応援基金『ひとり親家庭支援奨学金制度』」事業への協力 

・応募者数     ２３名 

・第一次選考合格者 ２２名 

・第二次合格者    ５名 

・決定奨学生     ５名 
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４ 関係保健福祉団体等 

(1) 団体役員等として参画 

・栃木県子ども・子育て審議会（委員：栗橋会長） 

・（福）栃木県社会福祉協議会（評議員：川上副会長） 

・栃木県女性団体連絡協議会 （理事：栗橋会長） 

・子育て女性等就職支援協議会（委員：事務局長） 

 

  (2)  会員登録 

・（福）栃木県社会福祉協議会 

・栃木県女性団体連絡協議会 

・栃木県青少年育成県民会議 

・社会を明るくする運動栃木県推進委員会 

(3) 関係保健福祉団体等が主催する諸事業への参加・協力 

ア （福）栃木県社会福祉協議会等加盟団体と栃木県民福祉のつどいの共催 

   イ （公財）とちぎ男女共同参画財団主催事業への参加・協力 

ウ （福）栃木県共同募金会の共同募金活動への参加・協力 

  エ 栃木県女性団体連絡協議会主催事業への参加・協力   

  (4) 政党への予算化及び制度要望 

ア 要望活動 

     自由民主党栃木県支部連合会 令和２年９月８日（金）ニューみくら 

    【要望内容】 

    １ 予算に関する要望 

   イ 要望内容 

    ① 予算関係（事業の充実強化及び新規事業の予算化を要望） 

     (ｱ) 母子家庭等就業・自立支援センター事業 

      ・就業支援事業（就業相談、就業促進活動） 

      ・就業支援講習会等事業 

      ・就業情報提供事業 

      ・養育費等支援事業（弁護士等による相談等） 

      ・管内自治体・福祉事務所支援事業 

      ・広報啓発・広聴事業 

     (ｲ) ひとり親家庭学習支援事業 

      ・子どもの学習支援事業 

    ② 政策関係（政策の拡充等について要望） 

  (ｱ) 平成２５年３月に施行された「母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援

に関する特別措置法」に基づき、次の事項を要望 

・ひとり親家庭の母や父の就業の促進を図るために必要な施策をなお一層講じる
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こと 

・就業機会拡大のため、事業主に対する啓発を強化すること 

・母子寡婦福祉団体への受注機会の増大を図ること 

(ｲ) 栃木県子ども総合科学館の近い将来の改修工事が予定されているが、改修後

も継続して使用許可が受けられるよう要望 

(ｳ)  日常生活支援事業の派遣手当の増額と支援に必要な人材の確保の要望 

 

 5 新型コロナウイルス感染拡大防止等補助金の申請 

    ・持続化給付金 

    ・雇用調整助成金 

    ・新型コロナウイルス感染拡大防止協力金 

    ・赤い羽根 子どもと家族の緊急支援 全国キャンペーン（第 3 回） 

 


